
説解

広
が
る
租
税
回
避

後
手
後
手
の
日
本
、
早
急
に
法
整
備
を

違
法
で
あ
る
脱
税
と
合
法
で
あ
る
節
税
の
中
間
に
位
置
す
る
租
税
回
避
が
、
国
際
的
に
も
国
内
的
に
も
広
が
っ
て
い
る

こ
れ
に
対
し
て
わ
が
国
を
除
く
先
進
7
力
国
(
G
7
)
は
、
一
般
的
な
否
認
規
定
を
導
入
し
て
、
要
件
を
明
確
に
し
た
上

で
、
そ
の
取
引
の
税
法
上
の
効
果
を
否
認
で
き
る
こ
と
と
し
て
い
る
。
わ
が
国
に
は
こ
の
よ
う
な
一
般
的
な
規
定
が
な
く

ま
た
個
別
の
規
定
も
要
件
が
暖
昧
で
、
企
業
取
引
の
課
税
り
ス
ク
を
高
め
て
い
る
の
で
、
早
急
に
国
内
法
の
整
備
に
向
け

て
検
討
す
べ
き
だ
。

先
進
国
で
ま
ん
延

グ
ー
グ
ル
や
ア
ッ
プ
ル
な
ど
の
米
1
T

企
業
が
「
ダ
ブ
ル
ア
イ
リ
ッ
シ
ユ
・
ダ
ッ

チ
サ
ン
ド
イ
ッ
チ
」
と
呼
ば
れ
る
、
合
法

だ
が
複
雑
な
私
法
取
引
を
つ
な
ぎ
合
わ
せ

る
こ
と
で
、
タ
ッ
ク
ス
ヘ
イ
ブ
ン
(
租
税

回
避
地
)
に
所
得
を
留
保
し
て
租
税
を
回

避
す
る
行
為
を
行
っ
て
い
る
。
こ
う
し
た

行
為
が
ま
ん
延
す
る
中
、
即
力
国
・
地
域

(
G
即
)
主
導
に
ょ
り
、
経
済
協
力
開
発

機
構
(
O
E
C
D
)
で
「
B
E
P
S
 
(

如
即
m
ゆ
四
0
訟
0
二
少
豆
勺
3
肆
m
=
ヨ
冒
⑪
U

税
源
浸
食
と
利
益
移
転
)
プ
ロ
ジ
エ
ク
ト
」

が
立
ち
上
が
り
、
防
止
に
向
け
た
取
り
組

み
が
議
論
さ
れ
て
き
た
。
そ
の
成
果
は

2
0
1
5
年
に
B
E
P
S
最
終
報
告
書
と

し
て
公
表
さ
れ
、
わ
が
国
も
そ
れ
に
沿
い

つ
つ
国
際
課
税
分
野
で
様
々
な
法
改
正
を

行
い
租
税
回
避
へ
の
対
応
が
進
ん
で
き
た
。

国
内
で
も
近
時
、
後
述
す
る
武
富
士
や
、

損
失
を
利
用
し
て
税
負
担
の
軽
減
を
図
る

大
和
(
現
り
そ
な
)
銀
行
外
国
税
額
控
除

問
題
 
1
B
M
や
ヤ
フ
1
な
ど
に
ょ
る
租

東
京
財
団
政
策
研
究
所
研
究
主
幹

森
信
茂
樹

も
り
の
ぶ
・
し
げ
き
京
大
法
卒
。
乃

年
大
蔵
省
(
現
財
務
省
)
入
省
主
税

局
総
務
課
長
財
務
省
財
務
総
合
政

策
研
究
所
長
な
ど
を
経
て
W
年
か
ら

現
職
。
著
作
に
「
税
で
日
本
は
よ
み
が

え
る
」
(
日
本
経
済
新
聞
出
版
社
)
、

「
消
費
税
、
常
識
の
ウ
ソ
」
(
朝
日
新

書
)
、
「
日
本
の
税
制
何
が
問
題
か
し

(
山
石
波
書
店
)
な
ど
。

税
回
避
事
案
が
大
き
な
話
題
と
な
っ
て
い

る
。
背
景
に
は
、
企
業
側
に
グ
ロ
ー
バ
ル

競
争
の
中
で
、
税
を
コ
ス
ト
と
認
識
し
て

ア
グ
レ
ッ
シ
ブ
な
タ
ッ
ク
ス
プ
ラ
ン
ニ
ン

グ
で
税
負
担
を
軽
減
さ
せ
よ
う
と
い
う
プ

レ
ッ
シ
ャ
ー
が
あ
る
も
の
と
思
わ
れ
る
。

で
は
、
租
税
回
避
行
為
と
は
ど
の
よ
う

な
こ
と
を
指
す
の
か
。
わ
が
国
で
は
「
合

理
的
ま
た
は
正
当
な
理
由
が
な
い
の
に
、

通
常
用
い
ら
れ
な
い
法
形
式
を
選
択
す
る

こ
と
に
ょ
っ
て
、
結
果
用
い
ら
れ
る
法
形

式
に
対
応
す
る
税
負
担
の
軽
減
、
ま
た
は

排
除
を
図
る
行
為
」
と
「
租
税
減
免
規
定

の
趣
旨
・
目
的
に
反
す
る
に
も
か
か
わ
ら

ず
、
私
法
上
の
形
成
可
能
性
を
利
用
し
て
、

自
己
の
取
引
を
そ
れ
を
充
足
す
る
よ
う
に

仕
組
み
、
も
っ
て
税
負
担
の
軽
減
ま
た
は

排
除
を
図
る
行
為
」
で
あ
る
と
定
義
さ
れ

て
い
る
。
そ
の
上
で
、
「
法
律
の
根
拠
が

な
け
れ
ぱ
租
税
回
^
の
否
認
は
で
き
な

い
」
と
す
る
一
方
で
「
法
律
の
趣
旨
・
目

的
に
て
ら
し
て
限
定
解
釈
し
て
減
免
規
定

の
適
用
を
否
定
す
る
こ
と
は
で
き
る
」
と

す
る
(
金
子
宏
「
租
税
法
第
記
版
」
)
。

し
か
し
、
最
近
で
は
こ
の
定
義
を
め
ぐ

つ
て
、
他
の
先
進
諸
国
の
定
義
と
比
べ
て

狭
い
の
で
は
な
い
か
と
い
っ
た
議
論
が
国

内
で
行
わ
れ
て
い
る
。
そ
こ
で
本
稿
で
は

租
税
回
避
を
「
法
律
に
違
反
す
る
脱
税
と
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合
法
的
な
節
税
の
間
に
広
が
る
空
間
で
、

法
の
趣
旨
・
目
的
に
沿
っ
た
使
い
方
で
な

い
場
貪
つ
ま
り
法
の
濫
用
に
当
た
れ
ぱ

そ
の
税
務
上
の
効
果
は
否
認
さ
れ
る
グ
レ

ー
な
取
引
」
と
い
う
意
味
で
使
う
こ
と
と

し
た
い
。
ち
な
み
に
、
米
国
工
ー
ル
大
学

の
グ
ラ
エ
ッ
ツ
教
授
は
、
租
税
回
避
に
つ

い
て
、
「
租
税
上
の
目
的
を
除
け
ぱ
、
ま

つ
た
く
ぱ
か
げ
た
取
引
」
(
N
号
巴
含
0
=
ゆ

ず
く
ぐ
ゆ
之
仇
ヨ
曾
一
で
Φ
0
で
一
ゆ
ヨ
里
、
郡
ず
m
ゆ
三

一
奨
 
8
誘
一
ユ
ゆ
曇
一
0
=
m
、
乏
0
=
区
ず
Φ
ぐ
Φ
之

m
三
で
区
)
と
定
義
し
て
お
り
、
こ
の
問

題
の
本
質
を
突
い
て
い
る
。

わ
が
国
を
除
く
G
7
諸
国
で
は
、
租
税

回
避
行
為
に
つ
い
て
、
ど
の
よ
う
な
場
合

や
取
引
で
税
効
果
を
否
認
す
べ
き
か
、
そ

の
要
件
を
法
律
で
明
記
し
て
い
る
。
そ
れ

は
、
一
般
的
否
認
規
定
(
G
A
A
R
)
と

呼
ば
れ
、
判
例
の
積
み
重
ね
が
行
わ
れ
定

着
し
て
い
る
。
一
方
わ
が
国
で
は
、
一
般

的
に
租
税
回
避
を
否
認
で
き
る
規
定
が
な

個
別
の
否
認
規
定
が
あ
る
場
合
に
お

、

くい
て
も
、
法
律
の
文
言
・
法
律
要
件
が
抽

象
的
で
、
企
業
に
と
つ
て
否
認
り
ス
ク
が

事
前
に
十
分
予
想
さ
れ
ず
、
企
業
取
引
の

不
安
定
性
が
高
ま
っ
て
い
る
。

G
A
A
R
と
は

ン
ぐ
0
§
暑
Φ
即
三
巴
と
は
、
法
律
で
、

税
当
局
に
一
定
の
取
引
に
つ
い
て
の
税
効

果
(
↓
鴛
ず
§
ヨ
)
を
否
認
で
き
る
権

限
を
与
え
る
規
定
で
、
個
別
否
認
規
定
に

対
し
て
包
括
的
否
認
規
定
・
一
般
的
否
認

規
定
と
呼
ぱ
れ
て
い
る
。
ド
イ
ツ
、
フ
ラ

ン
ス
、
オ
ー
ス
ト
ラ
リ
ア
、
カ
ナ
、
ダ
な
ど

タ
タ
く
の
先
進
諸
国
や
イ
ン
ド
、
中
国
な
ど

の
新
興
国
で
導
入
さ
れ
て
い
る
。
米
国
で

は
、
 
G
A
A
R
そ
の
も
の
は
立
法
化
さ
れ

て
い
な
い
が
、
慣
習
法
(
コ
モ
ン
ロ
ー
)

の
原
則
と
し
て
、
 
G
A
A
R
に
類
似
し
た

否
認
の
原
理
が
古
く
か
ら
確
立
さ
れ
て
お

り
、
 
2
0
1
0
年
に
そ
の
う
ち
の
経
済
実

質
原
理
に
つ
い
て
立
法
化
さ
れ
た
の
で
、

事
実
上
導
入
さ
れ
て
い
る
と
一
言
え
よ
う
。

B
年
に
は
英
国
で
も
導
入
さ
れ
た
。

米
国
と
欧
州
(
大
陸
法
)
の
ア
プ
ロ
ー

チ
は
異
な
っ
て
い
る
。
米
国
で
は
、
そ
の

取

経
済
合
理
性
(
Φ
§
0
ヨ
岑

弓
ι

仇
=
語
富
ヌ
巴
が
あ
る
か
ど
う
か
(
経
済

実
質
原
理
)
に
ょ
り
そ
の
取
引
の
税
務
上

の
効
果
が
判
断
さ
れ
る
。
こ
れ
は
「
事
業

目
的
ア
プ
ロ
ー
チ
」
と
呼
ぱ
れ
て
い
る
。

一
方
、
欧
州
諸
国
の
ア
プ
ロ
ー
チ
は
「
法

の
濫
用
ア
プ
ロ
ー
チ
」
と
呼
ぱ
れ
、
取
引

が
法
律
の
趣
旨
・
目
的
に
反
し
て
い
る
か

ど
う
か
で
否
認
さ
れ
る
取
引
か
ど
う
か
が

判
断
さ
れ
る
。
欧
州
司
法
裁
判
所

ス
キ
ー
ム
に
は
対
応
で
き
ず
「
早
い
者
勝

ち
」
に
な
っ
て
し
ま
う
。
ま
た
、
個
別
的

否
認
規
定
を
次
々
に
創
設
す
る
こ
と
は
税

制
を
ま
す
ま
す
複
雑
に
し
、
結
局
公
平
性

が
阻
害
さ
れ
る
。
わ
が
国
を
除
く
G
7
諸

国
が
G
A
A
R
を
整
備
し
て
い
る
最
大
の

理
由
は
、
税
の
公
平
性
の
確
保
で
あ
る
。

第
二
に
、
 
G
A
A
R
を
導
入
す
る
こ
と

に
ょ
り
、
行
き
過
ぎ
た
租
税
回
避
を
防
止

す
る
け
ん
制
効
果
が
働
く
。
ま
た
、
正
直

者
が
ぱ
か
を
見
る
と
い
う
納
税
道
義
違
反

へ
の
対
応
に
な
る
。

第
三
に
、
納
税
者
に
と
っ
て
、
経
済
取

引
の
予
見
可
能
性
や
法
的
安
定
性
の
確
保

に
つ
な
が
る
。
わ
が
国
で
は
一
般
的
否
認

規
定
が
な
い
だ
け
で
な
く
、
 
1
B
M
や
ヤ

フ
1
の
判
例
を
見
る
と
、
個
別
否
認
規
定

の
あ
る
場
合
で
も
法
律
の
文
言
を
め
ぐ
り

裁
判
所
の
解
釈
が
異
な
る
な
ど
、
経
済
取

引
の
予
見
可
能
性
や
法
的
安
定
性
は
大
き

く
低
下
し
て
お
り
、
要
件
を
明
確
化
す
る

こ
と
が
重
要
で
あ
る
。

第
四
に
、
グ
ロ
ー
バ
ル
経
済
の
下
で
米

国
多
国
籍
企
業
に
見
ら
れ
る
ア
グ
レ
ッ
シ

ブ
な
タ
ッ
ク
ス
プ
ラ
ン
ニ
ン
グ
を
放
置
す

る
こ
と
は
、
わ
が
国
多
国
籍
企
業
と
の
競

争
条
件
を
阻
害
す
る
こ
と
に
な
る
。
こ
れ

は
、
企
業
の
競
争
条
件
の
公
平
化
(
レ
ベ

ル
プ
レ
イ
ン
グ
フ
ィ
ー
ル
ド
)
と
い
う
観

G
A
A
R
の
必
要
性

G
A
A
R
が
今
日
必
要
と
さ
れ
る
理
由

に
つ
い
て
は
、
次
の
諸
点
が
挙
げ
ら
れ
る
。

第
一
に
、
税
制
に
お
け
る
最
も
重
要
な

価
値
で
あ
る
税
負
担
の
公
平
性
で
あ
る
。

個
別
否
認
規
定
に
ょ
る
対
応
で
は
法
令
改

正
に
時
間
が
か
か
り
、
新
た
な
租
税
回
避

(
E
C
J
)
は
、
ハ
リ
フ
ァ
ッ
ク
ス
事
件
、

キ
ャ
ド
バ
リ
ー
・
シ
ユ
ウ
エ
ッ
プ
ス
事
件

(
い
ず
れ
も
船
年
)
で
、
法
の
濫
用
ア
プ

ロ
ー
チ
を
確
立
し
て
き
た
。

英
国
は
、
ア
ー
ロ
ン
ソ
ン
報
告
書
を
経

て
玲
年
に
G
A
A
R
 
(
n
含
曾
巴
ン
ヨ
'

ン
ず
=
器
如
三
ゆ
※
ン
ぐ
0
§
暑
Φ
で
は
な
い
)

を
導
入
し
た
。
注
目
す
べ
き
は
、
租
税
回

避
の
認
定
に
当
た
っ
て
、
経
済
界
の
専
門

家
で
構
成
さ
れ
る
諮
問
委
員
会

(
G
A
A
R
 
P
A
N
E
L
)
へ
の
付
議

が
要
求
さ
れ
て
い
る
こ
と
で
、
税
制
専
門

家
や
法
曹
だ
け
で
な
く
、
広
く
経
済
界
の

見
解
も
取
り
入
れ
て
判
断
し
て
い
る
こ
と

で
あ
る
。
カ
ナ
ダ
や
フ
ラ
ン
ス
も
同
様
の

委
員
会
を
設
置
し
て
い
る
。

こ
う
見
て
き
た
も
の
の
、
米
国
の
ア
プ

ロ
ー
チ
と
大
陸
法
の
ア
プ
ロ
ー
チ
に
大
き

な
相
違
が
あ
る
わ
け
で
は
な
く
、
双
方
は

「
コ
イ
ン
の
裏
表
」
の
論
理
で
あ
る
と
い

つ
て
も
よ
い
。

(
n
ゆ
二
Φ
墨
一
ン
=
ニ
'

G
A
A
R
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点
か
ら
の
重
要
性
で
あ
る
。

第
五
に
、
巨
額
の
財
政
赤
字
を
抱
え
る

わ
が
国
財
政
の
税
収
確
保
と
い
う
観
点
で

あ
る
。
リ
ー
マ
ン
・
シ
ョ
ッ
ク
後
の
先
進

諸
国
は
、
財
政
赤
字
に
悩
ま
さ
れ
て
お
り
、

ア
グ
レ
ッ
シ
ブ
な
租
税
回
避
行
為
に
対
し

て
厳
し
く
対
応
し
て
い
る
。
そ
の
一
つ
が

O
E
C
D
に
ょ
る
B
E
P
S
プ
ロ
ジ
エ
ク

ト
で
あ
る
。
国
境
を
越
え
た
租
税
回
避
に

つ
い
て
、
主
権
国
家
と
し
て
税
源
を
確
保

し
て
い
く
と
い
う
視
点
は
重
要
で
あ
る
。

最
後
に
、
優
秀
な
人
材
が
租
税
回
避
と

い
う
社
会
厚
生
の
な
い
分
野
に
投
入
さ
れ

る
こ
と
は
、
人
的
資
源
上
の
無
駄
を
生
じ

さ
せ
る
と
い
う
点
で
あ
る
。
優
秀
な
法
曹

人
材
が
、
一
局
額
の
報
酬
の
下
で
、
社
会
保

障
な
ど
わ
れ
わ
れ
の
公
共
サ
ー
ビ
ス
の
財

源
と
な
る
租
税
を
積
極
的
に
回
避
す
る
側

に
回
る
こ
と
は
、
国
家
に
と
っ
て
^
き
な

損
失
で
あ
る
。
一
義
的
に
は
彼
ら
の
モ
ラ

ル
の
問
題
だ
が
、
国
家
と
し
て
も
看
過
で

き
な
い
問
題
で
あ
る
。
筆
者
が
教
わ
っ
た

米
コ
ロ
ン
ビ
ア
ロ
ー
ス
ク
ー
ル
の
マ
ー
ビ

ン
・
チ
ャ
ー
ル
ス
タ
イ
ン
教
授
は
、
税
法

の
授
業
の
中
で
た
び
た
び
こ
の
こ
と
を
嘆

い
て
お
ら
れ
た
。

わ
が
国
の
租
税
回
避
事
案

わ
が
国
の
代
表
的
な
租
税
回
避
事
案
を

見
て
み
ょ
う
。

ま
ず
は
武
富
士
で
あ
る
。
こ
の
問
題
は
、

武
富
士
の
元
会
長
が
、
自
ら
保
有
す
る
武

富
士
株
を
オ
ラ
ン
ダ
の
会
社
に
移
し
、
そ

の
外
国
会
社
の
株
式
を
香
港
に
在
住
し
て

い
た
息
子
に
贈
与
し
贈
与
税
を
免
れ
た
と

い
う
内
容
で
あ
る
。
当
時
の
税
制
に
お
い

て
は
、
非
居
住
者
(
息
子
)
が
贈
与
に
ょ

り
受
け
取
っ
た
国
外
資
産
(
中
身
は
武
富

士
株
)
は
、
日
本
の
贈
与
税
の
対
象
に
な

ら
な
か
っ
た
(
香
港
に
も
贈
与
税
は
な
い
)

の
で
、
相
続
税
対
策
と
し
て
活
用
さ
れ
て

い
た
ス
キ
ー
ム
で
あ
る
。
そ
の
後
法
改
正

に
ょ
り
、
こ
の
穴
は
閉
じ
ら
れ
た
。

東
京
高
裁
は
、
本
件
ス
キ
ー
ム
が
、
税

理
士
な
ど
に
ょ
り
練
ら
れ
た
タ
ッ
ク
ス
プ

ラ
ン
ニ
ン
グ
で
、
日
本
非
居
住
者
と
な
る

よ
う
に
国
内
滞
在
日
数
を
調
整
し
て
い
た

と
し
て
、
租
税
回
避
の
目
的
を
認
定
し
、

居
住
意
思
も
香
港
に
は
な
く
客
観
的
に
も

「
生
活
の
本
拠
」
は
日
本
国
内
に
あ
っ
た

と
判
断
、
納
税
義
務
が
生
じ
る
と
し
た
。

し
か
し
最
高
裁
は
、
オ
ラ
ン
ダ
の
法
人

を
贈
与
税
回
避
の
ツ
ー
ル
と
し
て
利
用
し

た
こ
と
や
贈
与
税
回
避
の
た
め
長
男
が
香

港
に
居
宅
を
移
し
生
活
し
て
い
た
こ
と
は

明
ら
か
で
あ
る
と
し
な
が
ら
も
、
租
税
法

律
主
義
の
下
で
、
こ
の
よ
う
な
取
引
を
禁

止
す
る
法
律
が
な
い
以
上
否
認
は
で
き
な

い
と
し
て
、
国
税
庁
の
主
張
を
却
下
し
た
。

こ
の
結
果
国
税
側
が
敗
訴
し
、
巨
額

(
2
0
0
0
億
円
弱
)
の
還
付
が
な
さ
れ

る
こ
と
と
な
っ
た
。
最
高
裁
判
官
の
判
決

文
に
は
「
本
件
贈
与
税
回
避
ス
キ
ー
ム
を

用
い
、
・
:
課
税
さ
れ
な
い
と
い
う
の
は
、

著
し
い
不
ハ
ム
平
感
を
免
れ
な
い
。
:
・
し

か
し
、
そ
う
で
あ
る
か
ら
と
い
っ
て
、

個

別
否
認
規
定
が
な
い
に
も
か
か
わ
ら
ず
、

こ
の
租
税
回
避
ス
キ
ー
ム
を
否
認
す
る
こ

と
に
は
、
や
は
り
大
き
な
困
難
を
覚
え
、
ざ

る
を
得
な
い
。
:
・
租
税
法
律
主
義
と
い
う

憲
法
上
の
要
請
の
下
、
法
廷
意
見
の
結
論

は
、
一
般
的
な
法
感
情
の
観
点
か
ら
は
少

な
か
ら
ざ
る
違
和
感
も
生
じ
な
い
で
は
な

い
け
れ
ど
も
、
や
む
を
乍
侍
な
い
」
と
い
う

少
数
意
見
も
記
述
さ
れ
て
い
る
。
こ
の
程

度
で
は
「
濫
用
法
理
」
は
使
え
な
い
と
い

う
こ
と
で
も
あ
る
。

次
は
、
り
そ
な
銀
行
(
旧
大
和
銀
行
)

で
あ
る
。
旧
大
和
銀
が
タ
ッ
ク
ス
ヘ
イ
ブ

ン
を
利
用
し
た
複
雑
な
取
引
を
行
う
こ
と

に
ょ
り
、
外
国
税
額
控
除
の
適
用
を
受
け

た
と
い
う
事
案
で
あ
る
が
、
最
高
裁
(
備

年
松
月
玲
日
)
は
「
外
国
税
額
控
除
の
制

度
は
、
:
・
同
一
の
所
得
に
対
す
る
国
際
的

二
重
課
税
を
排
斥
し
、
か
?
事
業
活
動

に
対
す
る
税
制
の
中
立
性
を
確
保
し
よ
う

と
す
る
政
策
目
的
に
基
つ
く
制
度
で
あ
る
。

と
こ
ろ
が
、
本
件
取
引
は
・
・
・
わ
が
国
の
外

国
税
額
控
除
制
度
を
そ
の
本
来
の
趣
旨
目

的
か
ら
著
し
く
逸
脱
す
る
態
様
で
利
用
し

て
納
税
を
免
れ
・
・
・
外
国
税
額
控
除
制
度
を

濫
用
す
る
も
の
で
あ
り
:
・
許
さ
れ
な
い
と

い
う
べ
き
で
あ
る
」
と
し
て
、
否
認
で
き

る
直
接
の
法
律
根
拠
は
な
い
も
の
の
、
「
濫

用
法
理
」
を
使
っ
て
否
認
し
た
も
の
で
、

画
期
的
な
判
決
で
あ
る
。

最
近
話
題
に
な
っ
た
の
は
、
 
1
B
M
と

ヤ
フ
1
を
め
ぐ
る
問
題
で
あ
る
。

1
B
M
事
件
は
、
日
本
1
B
M
の
親
会

社
(
日
本
法
人
、
米
国
1
B
M
と
日
本

1
B
M
の
中
間
会
社
)
が
米
国
1
B
M
か

ら
資
金
提
供
を
受
け
、
米
国
1
B
M
が
持

つ
日
本
1
B
M
株
(
非
上
場
株
)
を
購
入

し
た
後
取
得
株
を
日
本
1
B
M
に
売
却

し
た
。
日
本
1
B
M
と
し
て
は
自
社
株
の

取
得
に
な
り
、
取
得
価
格
と
売
却
価
格
は

ほ
ぼ
同
額
な
の
で
、
こ
の
取
引
の
結
果
法

人
税
法
上
、
「
み
な
し
配
当
」
と
ほ
ぼ
同

額
の
「
譲
渡
損
失
」
が
中
間
会
社
に
生
じ

る
こ
と
に
な
る
。
法
人
間
配
当
は
非
課
税

で
、
一
方
譲
渡
損
失
分
(
5
年
間
で

4
0
0
0
億
円
超
)
は
他
の
利
益
と
相
殺

さ
れ
る
の
で
、
結
果
グ
ル
ー
プ
の
大
幅
な

課
税
が
圧
縮
さ
れ
る
こ
と
と
な
っ
た
と
い

う
事
案
で
あ
る
。

国
税
当
局
は
、
個
別
否
認
規
定
で
あ
る
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同
族
会
社
の
行
為
計
算
の
否
認
規
定
(
法

人
税
法
1
3
2
条
)
を
適
用
し
、
中
間
会

社
の
株
取
引
は
通
常
の
経
済
取
引
と
し
て

の
合
理
性
が
な
く
納
税
負
担
を
軽
減
し
法

を
濫
用
し
た
と
判
断
し
て
否
認
し
た
。
し

か
し
、
東
京
高
裁
(
巧
年
3
月
部
日
)
は
、

法
人
税
法
1
3
2
条
に
あ
る
「
容
認
し
た

場
合
に
は
法
人
税
の
負
担
を
不
当
に
減
少

さ
せ
る
結
果
と
な
る
と
認
め
ら
れ
る
」
と

は
、
経
済
的
合
理
性
を
欠
く
か
否
か
と
い

う
客
観
的
、
合
理
的
基
準
に
従
っ
て
判
断

す
べ
き
も
の
で
あ
り
、
本
件
取
引
に
は
経

済
的
合
理
性
が
あ
っ
た
と
し
て
納
税
者
側

の
主
張
を
認
め
た
(
玲
年
2
月
W
日
最
高

裁
不
受
理
)
。

一
方
ヤ
フ
1
事
案
は
、
ヤ
フ
1
が
約

5
4
0
億
円
の
欠
損
金
を
抱
え
て
い
た
デ

ー
タ
セ
ン
タ
ー
運
営
会
社
(
1
D
C
S
)

を
親
会
社
の
ソ
フ
ト
バ
ン
ク
か
ら
取
得
し

合
併
、
ヤ
フ
1
は
こ
の
欠
損
金
を
引
き
継

い
で
、
自
社
の
利
益
と
相
殺
し
て
税
負
担

を
減
ら
し
た
、
と
い
う
内
{
谷
で
あ
る
。
国

税
当
局
は
、
買
収
が
事
業
目
的
で
は
な
く
、

企
業
再
編
税
制
を
利
用
し
て
法
人
税
負
担

を
減
ら
す
目
的
だ
っ
た
と
し
て
追
徴
課
税

し
た
。
最
高
裁
(
玲
年
2
月
鉛
日
)
は
「
本

件
・
:
は
、
組
織
再
編
税
制
に
係
る
上
記
各

規
定
を
租
税
回
避
の
手
段
と
し
て
濫
用
す

る
こ
と
に
ょ
り
法
人
税
の
負
担
を
減
小
ノ
さ

せ
る
も
の
と
し
て
、
法
1
3
2
条
の
2
に

い
う
『
法
人
税
の
負
担
を
不
当
に
減
少
さ

せ
る
結
果
と
な
る
と
認
め
ら
れ
る
も
の
』

に
当
た
る
と
解
す
る
の
が
相
当
で
あ
る
」

と
、
濫
用
法
理
に
沿
っ
た
考
え
方
で
否
認

し
たど
ち
ら
も
、
他
の
法
人
の
損
失
を
取
り

込
み
(
あ
る
い
は
つ
く
り
出
し
)
、
自
ら

の
利
益
と
相
殺
す
る
こ
と
に
ょ
っ
て
租
税

負
担
の
軽
減
が
図
ら
れ
た
と
い
う
点
で
は

同
じ
租
税
回
避
事
案
で
あ
る
と
一
言
え
よ
う
。

前
述
の
り
そ
な
銀
判
決
と
異
な
る
の
は
、

り
そ
な
銀
は
法
律
の
根
拠
の
な
い
場
合
の

否
認
で
あ
る
の
に
対
し
て
、
 
1
B
M
 
ヤ

フ
1
は
そ
れ
ぞ
れ
法
1
3
2
条
 
1
3
2

条
の
2
に
「
法
人
税
の
負
担
を
不
当
に
減

少
さ
せ
る
結
果
と
な
る
と
認
め
ら
れ
る
」

と
い
う
同
じ
規
定
が
あ
り
、
そ
の
解
釈
と

し
て
の
事
案
で
あ
る
と
い
う
点
で
あ
る
。

前
者
は
納
税
者
側
が
勝
ち
、
後
者
は
税
務

当
局
側
が
勝
つ
と
い
う
勝
敗
が
分
か
れ
た

結
果
と
な
っ
た
。
こ
れ
は
も
ち
ろ
ん
事
案

が
異
な
り
適
用
条
文
も
異
な
る
か
ら
だ
が
、

そ
れ
だ
け
で
は
な
く
、
「
不
当
に
」
と
い

う
不
確
定
概
念
の
解
釈
が
異
な
っ
た
点
も

大
き
い
。
こ
の
よ
う
に
、
個
別
の
租
税
回

避
事
案
が
増
加
す
る
中
で
、
わ
が
国
の
法

整
備
は
十
分
で
は
な
い
と
一
言
え
よ
う
。

わ
が
国
G
A
A
R
の
妻
誓
立
法
的
解
決

わ
が
国
で
は
、
 
1
9
6
1
年
の
政
府
税

制
調
査
会
で
「
租
税
回
避
行
為
に
対
処
す

る
た
め
の
立
法
の
あ
り
方
」
と
題
す
る
答

申
が
出
さ
れ
(
田
年
7
月
政
府
税
調
答
申

「
国
税
通
則
法
の
制
定
に
関
す
る
答
申
」

<
税
制
調
査
会
第
2
次
答
申
>
)
、
立
法
的

解
決
に
向
け
て
の
議
論
が
行
わ
れ
た
が
、

頓
挫
し
た
経
緯
が
あ
る
。
そ
の
理
由
は
、

国
税
当
局
の
権
限
を
強
化
す
る
こ
と
に
な

り
、
納
税
者
の
権
利
が
抑
制
さ
れ
る
ほ
か
、

経
済
活
動
が
萎
縮
す
る
な
ど
の
マ
イ
ナ
ス

の
影
響
が
生
じ
、
オ
ー
バ
ー
キ
ル
に
な
り

か
ね
な
い
と
い
う
懸
念
で
あ
っ
た
。
加
え

て
今
日
で
は
、
一
般
的
否
認
基
準
を
つ
く

つ
て
も
そ
れ
を
超
え
る
回
避
行
為
は
避
け

ら
れ
ず
回
避
の
有
効
な
抑
制
に
は
つ
な
が

ら
な
い
、
と
い
う
反
対
意
見
も
あ
る
。
さ

ら
に
極
端
な
の
は
「
か
つ
て
ナ
チ
ス
ド
イ

ツ
に
お
い
て
多
用
さ
れ
た
」
こ
と
を
理
由

に
挙
げ
る
反
対
意
見
が
あ
る
が
、
な
ぜ
今

日
フ
ラ
ン
ス
や
英
国
が
こ
の
規
定
を
導
入

し
、
さ
ら
に
は
強
化
し
よ
う
と
し
て
い
る

の
か
説
明
が
つ
か
な
い
。
感
情
的
な
反
対

論
は
冷
静
な
議
論
を
損
な
っ
て
し
ま
う
。

こ
の
よ
う
な
状
況
を
踏
ま
え
る
と
、
わ

が
国
で
G
A
A
R
を
導
入
し
て
い
く
に
当

た
っ
て
は
、
そ
れ
ら
の
問
題
を
乗
り
越
え

る
べ
く
判
例
を
積
み
上
げ
つ
つ
需
を
尽

く
し
て
い
く
必
要
が
あ
る
。
ま
た
、
最
近

立
法
化
さ
れ
た
英
国
の
G
A
A
R
は
、
そ

の
よ
う
な
懸
念
へ
の
工
夫
が
な
さ
れ
て
お

り
、
立
法
に
関
与
さ
れ
た
オ
ッ
ク
ス
フ
ォ

ー
ド
大
学
の
フ
リ
ー
ド
マ
ン
教
授
は
「
経

済
界
の
不
確
実
性
を
軽
減
す
る
も
の
で
あ

る
」
と
評
価
し
て
お
ら
れ
る
。

そ
こ
で
、
税
制
当
局
の
裁
量
範
囲
の
拡●つ

大
、
国
税
権
限
の
強
化
へ
の
懸
念
を
払

拭
す
る
た
め
に
は
、
否
認
で
き
る
取
引

の
定
義
を
可
能
な
限
り
明
確
化
し
た
基
準

を
つ
く
り
、
セ
ー
フ
ガ
ー
ド
や
ガ
イ
ダ
ン

ス
の
充
実
を
図
る
な
ど
の
工
夫
が
必
要
で

あ
る
。
ま
た
、
法
の
濫
用
ア
プ
ロ
ー
チ
を

と
る
場
合
に
は
、
租
税
法
規
の
立
法
に
際

し
て
、
立
法
趣
旨
の
明
確
化
を
図
っ
て
い

く
こ
と
が
重
要
で
あ
る
。
国
会
で
の
税
法

審
議
の
際
、
法
案
趣
旨
説
明
が
な
さ
れ
る

が
、
漠
然
と
し
た
趣
旨
で
は
な
く
、
個
別

の
立
法
趣
旨
を
明
確
に
す
る
方
向
で
の
工

夫
が
必
要
と
な
る
。
こ
の
よ
う
な
工
夫
を

す
る
こ
と
に
ょ
り
、
国
税
裁
量
権
の
拡
大

へ
の
懸
念
を
払
拭
す
る
必
要
が
あ
ろ
う
。

グ
ロ
ー
バ
ル
企
業
が
国
際
的
な
税
制
の

隙
間
や
抜
け
穴
を
利
用
し
て
行
う
節
税
対

策
で
あ
る
租
税
回
避
行
為
は
、
米
国
多
国

籍
企
業
を
中
心
に
、
無
形
資
産
・
組
織
再

編
税
制
な
ど
を
活
用
し
て
広
が
り
を
見
せ

し
ょ
く

201812.]3 [木]金融財政ビジネス第3種郵便物認可



消
費
税
と
『
便
乗
値
上
げ
』

来
年
W
月
の
消
費
税
率
の
引
き
上
げ
に

向
け
て
、
さ
ま
ざ
ま
な
緩
和
策
が
打
ち
出

さ
れ
て
い
る
。
税
率
の
引
き
上
げ
幅
(
2

%
)
を
超
え
る
5
%
の
ポ
イ
ン
ト
還
元
と

つ
た
案
ま
で
検
討
さ
れ
て
い
る
と
い
う
。

)しむ
ろ
ん
、
限
定
的
・
時
限
措
置
と
い
う
こ

と
で
あ
ろ
う
が
、
い
わ
ゆ
る
「
便
乗
値
上

げ
」
に
対
す
る
警
戒
と
い
う
意
味
合
い
も

あ
る
よ
う
だ
。
と
こ
ろ
で
便
乗
値
上
げ
と

は
、
具
体
的
に
は
何
を
指
す
の
だ
ろ
う
か
。

こ
の
点
、
英
語
で
該
当
表
現
を
探
す
と
ち

よ
つ
と
悩
ま
し
い
。
「
ヤ
一
噐
各
N
δ
男
又
一
δ
ゆ

ヨ
寄
」
と
い
う
凝
っ
た
訳
を
見
た
こ
と
が

あ
る
が
、
実
際
に
聞
い
た
こ
と
は
な
い
。

そ
も
そ
も
、
便
乗
値
上
げ
に
は
悪
意
が
込

め
ら
れ
て
い
る
た
め
、
や
や
文
脈
は
違
う

が
、
「
又
§
⑩
0
品
ヨ
如
」
(
値
段
っ
り
上
げ
)

と
い
う
表
現
が
あ
り
、
こ
れ
は
こ
れ
で
ハ

リ
ケ
ー
ン
で
被
災
す
る
た
び
に
、
米
国
で

は
感
情
論
を
含
め
た
賛
否
両
論
が
巻
き
起

こ
る
。
こ
ち
ら
の
件
は
ま
た
の
機
会
に
論

じ
た
い
。

さ
て
、
仮
に
税
率
引
き
上
げ
幅
を
超
え

る
値
上
げ
は
す
べ
て
便
乗
値
上
げ
だ
っ
た

と
し
て
、
こ
れ
を
こ
と
さ
ら
警
戒
す
る
こ

と
に
対
し
て
二
つ
ほ
ど
疑
問
が
浮
か
ぶ
。

頴
水

一
つ
は
単
純
に
、
前
回
の
税
率
の
引
き

上
げ
時
す
な
わ
ち
、
 
2
0
1
4
年
4
月

前
後
の
消
費
者
物
価
指
数
の
前
年
比
を
見

る
と
、
当
時
の
引
き
上
げ
幅
で
あ
る
3
%

ど
こ
ろ
か
、
せ
い
ぜ
い
2
%
程
度
し
か
上

昇
し
て
い
な
い
。
む
ろ
ん
、
当
時
も
除
外

品
目
が
あ
り
、
そ
の
影
響
も
あ
る
だ
ろ
う

゛
)
、
が
、
税
率
の
引
き
上
げ
幅
を
上
回
る
便
乗

値
上
げ
が
同
時
的
・
大
規
模
に
生
じ
て
い

^
と
は
^
え
に
く
い
。

も
う
一
つ
は
、
企
業
側
に
と
つ
て
、
コ

ス
ト
の
上
昇
率
以
上
に
価
格
を
引
き
上
げ

る
合
理
的
な
理
由
を
見
つ
け
る
の
が
難
し

)
0

完
全
競
争
市
場
で
あ
れ
ば
ほ
と
ん
ど

V自
明
だ
が
、
企
業
が
市
場
で
あ
る
程
度
の

独
占
力
(
す
な
わ
ち
価
格
支
配
力
)
を
持

つ
て
い
る
場
合
で
も
特
殊
な
ケ
ー
ス
を
除

き
、
最
適
な
転
嫁
幅
は
通
常
2
%
未
満
と

な
る
。
つ
ま
り
、
コ
ス
ト
の
上
昇
率
以
上

の
値
上
げ
は
、
通
常
、
利
潤
最
大
化
と
相

い
れ
な
い
。
商
品
が
差
別
化
さ
れ
て
い
る

市
場
で
は
、
価
格
競
争
が
行
わ
れ
や
す
く

(
逆
に
、
例
え
ぱ
石
油
な
ど
、
ほ
ぽ
同
質

な
財
を
扱
う
市
場
で
は
通
常
数
量
競
争

が
行
わ
れ
る
)
、
価
格
競
争
の
市
場
で
は

「
戦
略
的
補
完
性
」
が
働
く
。
一
言
い
換
え

ロ
,
ψ
▼

,■
血

て
い
る
が
、
わ
が
国
で
も
企
業
活
動
の
国

際
化
・
複
雑
化
を
背
景
に
、
税
を
コ
ス
ト

と
捉
え
る
企
業
行
動
が
一
般
的
に
な
り
回

避
が
広
が
り
つ
つ
ぁ
る
こ
と
は
、
租
税
回

避
に
関
す
る
訴
訟
事
例
の
増
加
が
物
語
っ

て
い
る
と
言
え
よ
う
。

も
う
一
つ
重
要
な
こ
と
は
、
 
O
E
C
D

で
国
際
協
調
と
し
て
の
租
税
回
避
防
止
の

議
論
が
進
む
中
、
わ
が
国
が
G
A
A
R
を

欠
く
こ
と
は
、
 
B
E
P
S
の
勧
告
を
具
体

的
に
受
け
止
め
る
上
で
支
障
に
な
っ
て
い

る
と
い
う
こ
と
で
あ
る
。
 
B
E
P
S
の
目

的
は
「
グ
ロ
ー
バ
ル
企
業
が
国
際
的
な
税

制
の
隙
間
や
抜
け
穴
を
利
用
し
た
節
税
対

策
に
ょ
り
税
負
担
を
軽
減
し
て
い
る
問
題

へ
の
対
処
」
で
あ
る
。

具
体
的
に
は
「
グ
ロ
ー
バ
ル
企
業
は
支

払
う
べ
き
(
価
値
が
創
造
さ
れ
る
)
と
こ

ろ
で
税
金
を
支
払
う
べ
き
と
の
観
点
か
ら
、

国
際
課
税
原
則
を
再
構
築
す
る
」
こ
と
で

あ
る
。
こ
れ
は
、
租
税
回
避
へ
の
対
応
と

し
て
「
経
済
活
動
の
実
態
に
即
し
た
税
負

担
を
考
え
る
」
こ
と
の
重
要
性
法
形
式

よ
り
法
の
趣
旨
・
目
的
を
メ
ル
ク
マ
ー
ル

と
し
た
実
質
主
義
を
重
視
し
た
議
論
が
必

要
と
い
う
こ
と
で
あ
る
。
わ
が
国
だ
け
が

蚊
帳
の
外
に
な
ら
な
い
よ
う
に
、
真
剣
に

租
税
回
避
に
向
き
合
い
、
 
G
A
A
R
の
導

入
に
向
け
て
議
論
を
進
め
る
必
要
が
あ
る
。

る
と
、
競
争
相
手
が
値
上
げ
す
れ
ぱ
自
社

も
値
上
げ
す
る
の
が
最
適
戦
略
と
な
る
。

た
だ
し
、
す
べ
て
の
企
業
が
他
社
よ
り
少

し
だ
け
「
小
さ
め
に
」
値
上
げ
し
よ
う
と

す
る
た
め
、
率
先
し
て
税
率
以
上
に
値
上

げ
す
る
と
い
う
の
は
理
解
に
苦
し
む
行
動

で
あ
る
。

最
も
単
純
に
説
明
で
き
る
の
は
、
メ
ニ

ユ
ー
コ
ス
ト
(
価
格
改
定
そ
の
も
の
に
か

か
る
コ
ス
ト
)
説
か
も
し
れ
な
い
。
つ
ま

り
、
<
止
業
は
本
当
は
も
っ
と
以
前
か
ら
ー

%
く
ら
い
は
価
格
を
上
げ
た
い
と
思
っ
て

い
た
の
だ
が
、
メ
ニ
ユ
ー
コ
ス
ト
が
存
在

す
る
た
め
に
、
あ
る
程
度
大
き
な
コ
ス

ト
上
昇
が
あ
る
ま
で
値
上
げ
を
待
っ
て
い

た
と
い
う
仮
説
だ
。
こ
の
場
貪
来
年
W

月
の
機
会
を
捉
え
た
3
%
程
度
の
値
上
げ

は
、
利
潤
最
大
化
と
矛
盾
し
な
い
。

余
談
だ
が
、
近
所
に
あ
る
老
舗
天
ぷ
ら

店
の
か
き
揚
げ
井
は
、
長
い
間
9
8
0
円

だ
っ
た
。
と
こ
ろ
が
、
前
回
の
消
費
税
率

引
き
上
げ
前
か
ら
何
度
か
値
上
げ
し
、
現

在
は
1
0
8
0
円
に
な
っ
て
い
る
。
だ
が
、

H
年
の
税
率
引
き
上
げ
時
に
は
「
当
店
は

価
格
を
据
え
置
き
ま
す
」
と
張
り
紙
を
出

し
て
お
ら
れ
た
。
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